






















































































































　第 2 に、Twitter でのフォロワーや Facebook での友達などの関係に基づく情報への信頼性
である。つまり、中立性や取材能力がマスメディアの信頼性を左右するのに対し、ネットでの
























































フェイクニュースを発信した。その結果、IRA が470の Facebook アカウントを用い 8 万以上
のコンテンツを作成し、1 億2600万人以上のアメリカ人が閲覧する。また Twitter 社によると、




































































出する AI をめざす。FIJ も人力でフェイクニュースを集めるほか、東北大の研究グループが

































































な証拠を検証する能力」、「IT および報道に関する知識」が柱である。欧米では NPO やマス
メディアが未成年の教育プログラムを提供するが、日本では学校現場での取り組みが遅れてい
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